
働き方改革・生産性向上推進運動
～おきなわワークイノベーション～

応援します！中小企業の働き方改革と生産性向上

本誌のタイトルについて 群星（むりぶし）とは、沖縄の方言で「昴（すばるぼし）」のことで「ぶりぶし」、「むるぶし」とも呼ばれます。

１
　
説
明
会
・
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

　
各
機
関
に
よ
る
説
明
会
・
セ
ミ
ナ
ー
の

ほ
か
、
合
同
で
の
個
別
相
談
会
の
開
催
を

県
内
各
地
に
て
行
って
い
ま
す
。

２
　
連
絡
会
議
の
開
催

　
各
機
関
の
担
当
者
が
定
期
的
に
集
ま

り
、
働
き
方
改
革
や
生
産
性
向
上
支
援

に
関
す
る
最
新
の
制
度
や
施
策
に
関
す
る

情
報
共
有
や
、
支
援
案
件
に
関
す
る
意
見

交
換
を
行
っ
て
い
ま
す
。
担
当
者
同
士
が

連
携
す
る
こ
と
に
よ
り
、
各
機
関
が
ど
の

よ
う
な
支
援
が
可
能
か
把
握
で
き
る
た

め
、
事
業
者
か
ら
の
相
談
内
容
に
応
じ
て

適
切
な
窓
口
へ
と
繋
い
だ
り
、
支
援
機
関

が
協
働
で
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
す
る
な
ど
、

支
援
の
輪
が
広
が
って
い
ま
す
。

　
我
が
国
で
は
、
労
働
力
の
主
力
と
な
る

生
産
年
齢
人
口
（
15
〜
64
歳
）
が
総
人
口

の
減
少
数
を
上
回
る
ペ
ー
ス
で
減
少
し
て

い
ま
す
。
沖
縄
県
に
お
い
て
も
、
生
産
年

齢
人
口
は
約
9
0
・
4
万
人
（
2
0
1
0

年
）か
ら
約
8
9・3
万
人（
2
0
1
5
年
）

と
約
１
万
人
減
少
し
て
お
り
（
2
0
1
5

年
国
勢
調
査
）、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少

は
、
将
来
的
に
は
就
業
者
数
の
減
少
に
繋

が
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
少
子
高
齢
化

が
進
ん
で
も
労
働
力
を
確
保
す
る
た
め
に

は
、働
き
方
改
革
を
通
じ
た
人
材
の
確
保
・

維
持
と
、
生
産
性
向
上
を
通
じ
た
企
業
の

収
益
力
向
上
が
必
要
で
す
。
そ
の
た
め
、

平
成
29
年
11
月
に
「
働
き
方
改
革
・
生

産
性
向
上
推
進
運
動
」
を
発
足
し
、
国

や
県
、
経
済
団
体
、
支
援
機
関
、
労
使

団
体
、
士
業
団
体
な
ど
22
機
関
が一丸
と

な
り
、
働
き
方
改
革
・
生
産
性
向
上
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
沖
縄
県
内
の
約
5

万
社
の
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
へ
、

働
き
方
改
革
・
生
産
性
向
上
の
取
組
の

重
要
性
や
、
支
援
策
や
相
談
窓
口
と
い
っ

た
取
り
組
む
上
で
必
要
と
な
る
情
報
の
普

及
活
動
を
行
って
い
ま
す
。

　
働
き
方
改
革
・
生
産
性
向
上
推
進
運

動
を
通
じ
て
、
様
々
な
活
動
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　
沖
縄
働
き
方
改
革
・
生
産
性
向
上
推
進
協
議
会
で
は
、
沖
縄
県
内
事
業
所
の
働
き

方
改
革
や
生
産
性
向
上
の
取
り
組
み
を
支
援
す
る
た
め
、「
働
き
方
改
革
・
生
産
性
向

上
推
進
運
動
」
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
沖
縄
県
内
５
万
社
の
中
小
・
小
規
模
事
業
者

に
対
し
、
県
内
支
援
人
材
２
千
人
が
、
働
き
方
改
革
・
生
産
性
向
上
の
取
り
組
み
を

支
援
し
て
い
ま
す
。

沖縄働き方改革・生産性向上推進協議会

働き方改革・生産性向上セミナー
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内閣府だより

働き方改革・生産性向上推進運動～おきなわワークイノベーション～
応援します！中小企業の働き方改革と生産性向上

やんばるの振興に向けて！～北部振興事業現地支援チームの活動報告～

平成30年度「沖縄型産業中核人材育成事業」修了証授与式及びシンポジウム
～沖縄の企業を牽引する人材の育成について、共に考えていきましょう～

平成30年度「沖縄力発見創造事業」企業誘致促進プログラム
～沖縄への事業進出・連携の促進を目指して（IT、バイオ関連分野）～

私たちの暮らしと独占禁止法の関わり～消費者セミナー～

金融仲介の質の向上に向けたシンポジウム

小学生が「財政」について考える!!～in琉大附属小学校～

日本FP協会沖縄支部研修会での講演

人生100年時代～人生を楽しむためのお金の話～シンポジウム

「いちゃりば食育ネット情報交換会」を開催しました！

食品安全セミナー
～農薬全般に係る基礎･食品中のアクリルアミドを減らすために家庭でできること～

 琉球泡盛テロワールプロジェクトの推進について 

「HACCPに関する説明会」を開催しました！

沖縄の未来×SDGs～沖縄の持続的発展に向けて～

全国事業承継推進会議　沖縄ブロック沖縄事業承継フォーラム
～沖縄の事業承継のかたちを求めて～を開催しました

所有者不明土地対策に取り組む自治体を支援します

国道329号金武バイパスが全線開通しました

国道329号南風原バイパスの側道部が開通しました

車検切れ運行車両対策に新装置～可搬式「ナンバー自動読取装置」導入～

トラックの「Ｇマーク」をご存知ですか？
～県内で「Ｇマーク」を認定された事業所は98事業所あります～

外国船舶の係船作業の安全対策キャンペーン

「OKINAWA41　フォトコンテスト」表彰式が開催されました
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表
紙
写
真

働
き
方
改
革
・

生
産
性
向
上
推
進
運
動
と
は

目
指
そ
う
！

働
き
方
改
革
・
生
産
性
向
上

　
表
紙
の
写
真
は
、
内
閣
府

で
開
設
し
て
い
る
、
沖
縄
の

知
ら
れ
ざ
る
魅
力
を
発
掘･

発

信
す
る
総
合
サ
イ
ト

「
O
K
I
N
A
W
A
41
」
に
お

い
て
実
施
さ
れ
た
、
フ
ォ
ト

コ
ン
テ
ス
ト
／
シ
ー
ズ
ン
3

の
沖
縄
担
当
大
臣
賞
受
賞
作

品
で
す
。

　
フ
ォ
ト
コ
ン
テ
ス
ト
は
、

沖
縄
県
在
住
の
方
、
沖
縄
県

出
身
の
方
な
ら
ど
な
た
で
も

応
募
す
る
こ
と
が
出
来
ま
す
。

　
皆
様
の
ご
応
募
お
待
ち
し

て
お
り
ま
す
。

詳
し
く
は
こ
ち
ら

https://w
w
w
.okinaw

a
41.go.jp/

ず
っ
と

　
　
　撮
り
続
け
た
い
背
中

お詫びと訂正
2019年３月・４月号群星
仕事の窓　13Ｐ
【正誤表】
誤）株式会社琉球銀行
正）株式会社沖縄銀行
関係者の皆様に対し、ご
迷惑をおかけしました。
訂正してお詫び致しま
す。

1



沖縄働き方改革・生産性向上推進協議会
沖縄総合事務局、沖縄県、沖縄県商工会議所連合会、沖縄県商工会連
合会、沖縄県中小企業団体中央会、沖縄県工業連合会、沖縄県経営者
協会、沖縄経済同友会、沖縄県中小企業家同友会、沖縄県銀行協会、
沖縄振興開発金融公庫、中小企業基盤整備機構沖縄事務所、沖縄県産
業振興公社、沖縄県よろず支援拠点、沖縄税理士会、沖縄県中小企業
診断士協会、沖縄労働局、連合沖縄、ポリテクセンター沖縄、沖縄産業
保健総合支援センター、沖縄県社会保険労務士会、沖縄県働き方改革
推進支援センター

（お問合せ先）
働き方改革・生産性向上推進運動事務局
（沖縄総合事務局経済産業部中小企業課内）
TEL：０９８－８６６－１７５５  e-mail：seisansei@meti.go.jp

2016 年 2012年と対比しての増減率（%）
事務所数（件） 事務所数従業者数（人） 従業者数付加価値額（百万円） 付加価値額労働生産性（万円） 労働生産性

　
働
き
方
改
革
や
生
産
性
向
上
に
、
ど
う

取
り
組
む
べ
き
か
悩
ん
で
い
ま
せ
ん
か
？

そ
ん
な
と
き
に
は
、
次
の
公
的
な
相
談
窓

口
を
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

〇
沖
縄
県
働
き
方
改
革
推
進
支
援
セ
ン
タ
ー

　
就
業
規
則
の
作
成
方
法
や
賃
金
規
定
の

見
直
し
、
労
働
関
係
助
成
金
の
活
用
な

ど
、
社
会
保
険
労
務
士
が
無
料
で
ご
相

談
に
応
じ
ま
す
。
ご
希
望
の
中
小
企
業
・

小
規
模
事
業
者
に
は
専
門
家
を
派
遣
す
る

こ
と
も
可
能
で
す
（
3
回
ま
で
）。

電
　
話
：
0
1
2
0-

4
2
0-

7
8
0

メ
ー
ル
：soudan@

sr-okinaw
a.or.jp

場
　
所
：
那
覇
市
前
島
2-

1
2-

1
2 

セ

ン
ト
ラ
ル
コ
ー
ポ
兼
陽
2
0
5 

〇
沖
縄
県
よ
ろ
ず
支
援
拠
点

　
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
経
営

相
談
の
窓
口
で
す
。
経
営
上
の
あ
ら
ゆ
る

お
悩
み
（
Ｉ
Ｔ
導
入
、
人
手
不
足
な
ど
）

の
相
談
に
対
応
し
ま
す
。※

事
前
予
約
が

必
要
に
な
り
ま
す
。

電
　
話
：
0
9
8-

8
5
1-

8
4
6
0

メ
ー
ル
：contact@

yorozu.okinaw
a

場
　
所
：
那
覇
市
字
小
禄
1
8
3
1
番
地
1

沖
縄
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
4
階
4
1
4
号
室

　
働
き
方
改
革
に
不
可
欠
な
「
労
働
時

間
の
削
減
」
や
「
人
手
不
足
対
策
」
の
た

め
に
は
、
労
働
生
産
性
を
高
め
る
こ
と
が

必
要
で
あ
り
、
設
備
更
新
や
Ｉ
Ｔ
導
入
に

よ
り
業
務
効
率
化
を
促
す
こ
と
が
可
能
で

す
。
設
備
取
得
に
際
し
、「
Ｉ
Ｔ
導
入
補

助
金
」「
も
の
づ
く
り
補
助
金
」「
業
務
改

善
助
成
金
」
や
設
備
取
得
に
係
る
税
額

控
除
な
ど
、
公
的
支
援
施
策
を
活
用
し
、

生
産
性
向
上
に
取
り
組
ん
で
み
ま
せ
ん

か
。

沖縄県の労働生産性はほとんどの産業分野において都道府県別で最下位レベルとなっている。

沖縄県の産業別労働生産性

（出典：「経済センサス活動調査・2016（平成 28）年」）

※労働生産性＝産業別従業員 1人あたり付加価値額

A～R全産業（S公務を覗く）
A～B農林漁業
C鉱業、採石業、砂利採取業
D建設業
E製造業
F電気・ガス・熱供給・水道業
G情報通信業
H運輸業、郵便業
I 卸売業、小売業
J金融業、保険業
K不動産業、物品賃貸業
L学術研究業、専門・技術サービス業
M宿泊業、飲食サービス業
N生活関連サービス業、娯楽業
O教育、学習支援業
P医療、福祉
Q複合サービス事業
Rサービス業（他に分類されないもの）

56,549
354
31

3,977
2,826
27
595
1,246
14,322
825
4,693
2,364
9,694
5,341
2,471
4,541
332
2,910

508,467
3,064
250

36,914
31,318
1,891
12,622
26,103
110,590
13,348
15,544
16,640
60,658
24,300
16,354
87,215
5,837
45,819

1,931,057
7,197
5,006

168,625
127,218
33,354
68,072
96,969
439,332
123,309
68,962
66,529
131,482
62,618
47,453
316,020
28,063
140,850

10.4
18.0
19.2
7.1
12.5
-18.2
7.2
5.9
6.0
7.4
0.7
14.9
17.8
8.5
6.5
35.4
3.4
6.4

16.8
21.2
26.3
3.9
8.0
1.6
-3.6
3.6
20.7
16.8
3.3
28.0
15.2
11.1
18.1
27.8
40.9
27.3

28.9
52.8
329.3
36.7
44.1
10.0
-21.9
35.3
34.9
15.1
22.6
36.1
59.0
-7.5
25.6
21.0
69.4
60.6

10.3
26.1
240.0
31.5
33.5
8.3
-19.0
30.6
11.7
-1.5
18.7
6.3
38.0
-16.7
6.4
-5.4
20.3
26.1

379.8
234.9
2,002.4
456.8
406.2
1,763.8
539.3
371.5
397.3
923.8
443.7
399.8
216.8
257.7
290.2
362.3
480.8
307.4

全産業

47位 43位 34位 46位 47位 39位 11位 44位 29位

農林漁業 建設業 製造業 運輸業 卸業・小売業 宿泊・飲食
サービス業

医療・福祉 その他
サービス業

３
　
活
用
し
よ
う
！
施
策
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク

　「
人
材
の
定
着
の
た
め
、
働
き
方
改
革

に
取
り
組
み
た
い
が
、
ど
う
進
め
れ
ば
よ

い
か
わ
か
ら
な
い
」、「
業
務
を
効
率
化
し

生
産
性
向
上
を
図
り
た
い
」。
そ
ん
な
沖

縄
県
内
の
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者

の
た
め
に
、
働
き
方
改
革
・
生
産
性
向
上

の
た
め
の
国
や
沖
縄
県
、
支
援
機
関
の
施

策
を一
冊
に
ま
と
め
た
「
働
き
方
改
革
・

生
産
性
向
上
の
た
め
の
施
策
ガ
イ
ド
ブ
ッ

ク
」
を
発
行
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
施

策
を
活
用
し
た
県
内
企
業
の
事
例
が
掲
載

さ
れ
た
本
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
を
無
料
で
配
布

し
て
い
ま
す
。（
Ｗｅ
ｂ
で
も
ご
覧
に
な
れ

ま
す
。）

　
働
き
方
改
革
関
連
法
が
平
成
31
年
4

月
か
ら
順
次
施
行
さ
れ
ま
す
。

〇
年
次
有
給
休
暇
の
時
季
指
定

　
使
用
者
は
、
法
定
の
年
次
有
給
休
暇

付
与
日
数
が
10
日
以
上
の
全
て
の
労
働
者

に
対
し
、
毎
年
5
日
、
年
次
有
給
休
暇

を
確
実
に
取
得
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

〇
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
の
導
入
（
中

小
企
業
は
2
0
2
0
年
4
月
〜
）

　
時
間
外
労
働
の
上
限
に
つ
い
て
、
月
45

時
間
、
年
3
6
0
時
間
を
原
則
と
し
、

臨
時
的
な
特
別
な
事
情
が
あ
る
場
合
で
も

年
7
2
0
時
間
、
単
月
1
0
0
時
間
未

満
（
休
日
労
働
含
む
）、
複
数
月
平
均
80

時
間
（
休
日
労
働
含
む
）
を
限
度
に
設

定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。（
原
則
で
あ

る
月
45
時
間
を
超
え
る
こ
と
が
で
き
る
の

は
、
年
6
回
ま
で
で
す
。）

　
沖
縄
総
合
事
務
局
で
は
、「
平
成
30
年

度
沖
縄
に
お
け
る
生
産
性
向
上
に
向
け
た

労
働
生
産
性
分
析
調
査
」
を
実
施
し
ま

し
た
。
本
調
査
に
よ
る
と
、
沖
縄
県
内
の

労
働
生
産
性
は
、
全
産
業
計
で
全
国
最

下
位
と
な
っ
て
お
り
、
全
国
平
均
の
約
7

割
程
度
の
水
準
で
す
。

　
労
働
生
産
性
と
は
、
付
加
価
値
額
（
企

業
の
生
産
活
動
に
よ
っ
て
新
た
に
生
み
出

さ
れ
た
価
値
）
を
労
働
投
入
量
（
労
働

者
数
又
は
労
働
者
数×

一人
当
た
り
年
間

就
業
時
間
）
で
除
し
た
数
値
で
す
。
労
働

生
産
性
の
向
上
は
、
県
民
所
得
の
向
上
の

た
め
に
も
重
要
で
す
。

　
沖
縄
県
で
は
全
国
平
均
に
比
べ
て
、
製

造
業
に
従
事
す
る
従
業
員
数
の
割
合
が
低

く
、
宿
泊
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
に
従
事
す

る
従
業
員
数
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
ま

す
。
そ
の
う
え
で
、
産
業
別
の
労
働
生
産

性
を
み
る
と
、
製
造
業
の
労
働
生
産
性
は

全
国
46
位
で
あ
る一方
で
、
宿
泊
・
飲
食

サ
ー
ビ
ス
業
は
全
国
11
位
と
な
っ
て
い
ま

す
。一
人
当
た
り
の
付
加
価
値
額
で
は
、

全
国
平
均
を
1
0
0
と
し
た
場
合
、
製

造
業
で
は
沖
縄
県
は
約
6
割
程
度
の
水
準

で
す
が
、
宿
泊
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
で
は
、

ほ
ぼ
同
水
準
と
な
って
い
ま
す
。
こ
の
よ
う

に
、産
業
別
で
労
働
生
産
性
に
差
が
あ
り
、

産
業
毎
の
課
題
に
応
じ
た
生
産
性
向
上
に

取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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働
き
方
が
変
わ
る
！

働
き
方
改
革
関
連
法
ス
タ
ー
ト

相
談
窓
口
の
ご
案
内

低
迷
す
る
労
働
生
産
性

Ｉ
Ｔ
導
入
で
生
産
性
向
上

（百万円）
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0.00

（年度）（出所）内閣府「県民経済計算」より作成

労働生産性・全国
（左目盛）

労働生産性・沖縄県
（左目盛）

全国を100とした場合の
沖縄県の水準（左目盛）
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沖縄県内の労働生産性は全国平均の7割程度

1人あたり県民所得の推移 沖縄県・全国（1972～2014年度）
（千円）
3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

（年度）
1972 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全国平均 3,057

2,129
沖縄県

1972年度

沖縄県 1人あたり
県民所得 42万円

72万円

213万円

306万円

5.1 倍

4.2 倍※全国 1人あたり
　所得（名目）

2014年度 72→14比

（出所）内閣府「県民経済計算」より作成
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沖縄働き方改革・生産性向上推進協議会
沖縄総合事務局、沖縄県、沖縄県商工会議所連合会、沖縄県商工会連
合会、沖縄県中小企業団体中央会、沖縄県工業連合会、沖縄県経営者
協会、沖縄経済同友会、沖縄県中小企業家同友会、沖縄県銀行協会、
沖縄振興開発金融公庫、中小企業基盤整備機構沖縄事務所、沖縄県産
業振興公社、沖縄県よろず支援拠点、沖縄税理士会、沖縄県中小企業
診断士協会、沖縄労働局、連合沖縄、ポリテクセンター沖縄、沖縄産業
保健総合支援センター、沖縄県社会保険労務士会、沖縄県働き方改革
推進支援センター

（お問合せ先）
働き方改革・生産性向上推進運動事務局
（沖縄総合事務局経済産業部中小企業課内）
TEL：０９８－８６６－１７５５  e-mail：seisansei@meti.go.jp

2016 年 2012年と対比しての増減率（%）
事務所数（件） 事務所数従業者数（人） 従業者数付加価値額（百万円） 付加価値額労働生産性（万円） 労働生産性

　
働
き
方
改
革
や
生
産
性
向
上
に
、
ど
う

取
り
組
む
べ
き
か
悩
ん
で
い
ま
せ
ん
か
？

そ
ん
な
と
き
に
は
、
次
の
公
的
な
相
談
窓

口
を
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

〇
沖
縄
県
働
き
方
改
革
推
進
支
援
セ
ン
タ
ー

　
就
業
規
則
の
作
成
方
法
や
賃
金
規
定
の

見
直
し
、
労
働
関
係
助
成
金
の
活
用
な

ど
、
社
会
保
険
労
務
士
が
無
料
で
ご
相

談
に
応
じ
ま
す
。
ご
希
望
の
中
小
企
業
・

小
規
模
事
業
者
に
は
専
門
家
を
派
遣
す
る

こ
と
も
可
能
で
す
（
3
回
ま
で
）。

電
　
話
：
0
1
2
0-

4
2
0-

7
8
0

メ
ー
ル
：soudan@

sr-okinaw
a.or.jp

場
　
所
：
那
覇
市
前
島
2-

1
2-

1
2 

セ

ン
ト
ラ
ル
コ
ー
ポ
兼
陽
2
0
5 

〇
沖
縄
県
よ
ろ
ず
支
援
拠
点

　
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
経
営

相
談
の
窓
口
で
す
。
経
営
上
の
あ
ら
ゆ
る

お
悩
み
（
Ｉ
Ｔ
導
入
、
人
手
不
足
な
ど
）

の
相
談
に
対
応
し
ま
す
。※

事
前
予
約
が

必
要
に
な
り
ま
す
。

電
　
話
：
0
9
8-

8
5
1-

8
4
6
0

メ
ー
ル
：contact@

yorozu.okinaw
a

場
　
所
：
那
覇
市
字
小
禄
1
8
3
1
番
地
1

沖
縄
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
4
階
4
1
4
号
室

　
働
き
方
改
革
に
不
可
欠
な
「
労
働
時

間
の
削
減
」
や
「
人
手
不
足
対
策
」
の
た

め
に
は
、
労
働
生
産
性
を
高
め
る
こ
と
が

必
要
で
あ
り
、
設
備
更
新
や
Ｉ
Ｔ
導
入
に

よ
り
業
務
効
率
化
を
促
す
こ
と
が
可
能
で

す
。
設
備
取
得
に
際
し
、「
Ｉ
Ｔ
導
入
補

助
金
」「
も
の
づ
く
り
補
助
金
」「
業
務
改

善
助
成
金
」
や
設
備
取
得
に
係
る
税
額

控
除
な
ど
、
公
的
支
援
施
策
を
活
用
し
、

生
産
性
向
上
に
取
り
組
ん
で
み
ま
せ
ん

か
。

沖縄県の労働生産性はほとんどの産業分野において都道府県別で最下位レベルとなっている。

沖縄県の産業別労働生産性

（出典：「経済センサス活動調査・2016（平成 28）年」）

※労働生産性＝産業別従業員 1人あたり付加価値額

A～R全産業（S公務を覗く）
A～B農林漁業
C鉱業、採石業、砂利採取業
D建設業
E製造業
F電気・ガス・熱供給・水道業
G情報通信業
H運輸業、郵便業
I 卸売業、小売業
J金融業、保険業
K不動産業、物品賃貸業
L学術研究業、専門・技術サービス業
M宿泊業、飲食サービス業
N生活関連サービス業、娯楽業
O教育、学習支援業
P医療、福祉
Q複合サービス事業
Rサービス業（他に分類されないもの）

56,549
354
31

3,977
2,826
27
595
1,246
14,322
825
4,693
2,364
9,694
5,341
2,471
4,541
332
2,910

508,467
3,064
250

36,914
31,318
1,891
12,622
26,103
110,590
13,348
15,544
16,640
60,658
24,300
16,354
87,215
5,837
45,819

1,931,057
7,197
5,006

168,625
127,218
33,354
68,072
96,969
439,332
123,309
68,962
66,529
131,482
62,618
47,453
316,020
28,063
140,850

10.4
18.0
19.2
7.1
12.5
-18.2
7.2
5.9
6.0
7.4
0.7
14.9
17.8
8.5
6.5
35.4
3.4
6.4

16.8
21.2
26.3
3.9
8.0
1.6
-3.6
3.6
20.7
16.8
3.3
28.0
15.2
11.1
18.1
27.8
40.9
27.3

28.9
52.8
329.3
36.7
44.1
10.0
-21.9
35.3
34.9
15.1
22.6
36.1
59.0
-7.5
25.6
21.0
69.4
60.6

10.3
26.1
240.0
31.5
33.5
8.3
-19.0
30.6
11.7
-1.5
18.7
6.3
38.0
-16.7
6.4
-5.4
20.3
26.1

379.8
234.9
2,002.4
456.8
406.2
1,763.8
539.3
371.5
397.3
923.8
443.7
399.8
216.8
257.7
290.2
362.3
480.8
307.4

全産業

47位 43位 34位 46位 47位 39位 11位 44位 29位

農林漁業 建設業 製造業 運輸業 卸業・小売業 宿泊・飲食
サービス業

医療・福祉 その他
サービス業

３
　
活
用
し
よ
う
！
施
策
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク

　「
人
材
の
定
着
の
た
め
、
働
き
方
改
革

に
取
り
組
み
た
い
が
、
ど
う
進
め
れ
ば
よ

い
か
わ
か
ら
な
い
」、「
業
務
を
効
率
化
し

生
産
性
向
上
を
図
り
た
い
」。
そ
ん
な
沖

縄
県
内
の
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者

の
た
め
に
、
働
き
方
改
革
・
生
産
性
向
上

の
た
め
の
国
や
沖
縄
県
、
支
援
機
関
の
施

策
を一
冊
に
ま
と
め
た
「
働
き
方
改
革
・

生
産
性
向
上
の
た
め
の
施
策
ガ
イ
ド
ブ
ッ

ク
」
を
発
行
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
施

策
を
活
用
し
た
県
内
企
業
の
事
例
が
掲
載

さ
れ
た
本
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
を
無
料
で
配
布

し
て
い
ま
す
。（
Ｗｅ
ｂ
で
も
ご
覧
に
な
れ

ま
す
。）

　
働
き
方
改
革
関
連
法
が
平
成
31
年
4

月
か
ら
順
次
施
行
さ
れ
ま
す
。

〇
年
次
有
給
休
暇
の
時
季
指
定

　
使
用
者
は
、
法
定
の
年
次
有
給
休
暇

付
与
日
数
が
10
日
以
上
の
全
て
の
労
働
者

に
対
し
、
毎
年
5
日
、
年
次
有
給
休
暇

を
確
実
に
取
得
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

〇
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
の
導
入
（
中

小
企
業
は
2
0
2
0
年
4
月
〜
）

　
時
間
外
労
働
の
上
限
に
つ
い
て
、
月
45

時
間
、
年
3
6
0
時
間
を
原
則
と
し
、

臨
時
的
な
特
別
な
事
情
が
あ
る
場
合
で
も

年
7
2
0
時
間
、
単
月
1
0
0
時
間
未

満
（
休
日
労
働
含
む
）、
複
数
月
平
均
80

時
間
（
休
日
労
働
含
む
）
を
限
度
に
設

定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。（
原
則
で
あ

る
月
45
時
間
を
超
え
る
こ
と
が
で
き
る
の

は
、
年
6
回
ま
で
で
す
。）

　
沖
縄
総
合
事
務
局
で
は
、「
平
成
30
年

度
沖
縄
に
お
け
る
生
産
性
向
上
に
向
け
た

労
働
生
産
性
分
析
調
査
」
を
実
施
し
ま

し
た
。
本
調
査
に
よ
る
と
、
沖
縄
県
内
の

労
働
生
産
性
は
、
全
産
業
計
で
全
国
最

下
位
と
な
っ
て
お
り
、
全
国
平
均
の
約
7

割
程
度
の
水
準
で
す
。

　
労
働
生
産
性
と
は
、
付
加
価
値
額
（
企

業
の
生
産
活
動
に
よ
っ
て
新
た
に
生
み
出

さ
れ
た
価
値
）
を
労
働
投
入
量
（
労
働

者
数
又
は
労
働
者
数×

一人
当
た
り
年
間

就
業
時
間
）
で
除
し
た
数
値
で
す
。
労
働

生
産
性
の
向
上
は
、
県
民
所
得
の
向
上
の

た
め
に
も
重
要
で
す
。

　
沖
縄
県
で
は
全
国
平
均
に
比
べ
て
、
製

造
業
に
従
事
す
る
従
業
員
数
の
割
合
が
低

く
、
宿
泊
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
に
従
事
す

る
従
業
員
数
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
ま

す
。
そ
の
う
え
で
、
産
業
別
の
労
働
生
産

性
を
み
る
と
、
製
造
業
の
労
働
生
産
性
は

全
国
46
位
で
あ
る一方
で
、
宿
泊
・
飲
食

サ
ー
ビ
ス
業
は
全
国
11
位
と
な
っ
て
い
ま

す
。一
人
当
た
り
の
付
加
価
値
額
で
は
、

全
国
平
均
を
1
0
0
と
し
た
場
合
、
製

造
業
で
は
沖
縄
県
は
約
6
割
程
度
の
水
準

で
す
が
、
宿
泊
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
で
は
、

ほ
ぼ
同
水
準
と
な
って
い
ま
す
。
こ
の
よ
う

に
、産
業
別
で
労
働
生
産
性
に
差
が
あ
り
、

産
業
毎
の
課
題
に
応
じ
た
生
産
性
向
上
に

取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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口
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Ｔ
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で
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性
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上
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5.1 倍

4.2 倍※全国 1人あたり
　所得（名目）

2014年度 72→14比

（出所）内閣府「県民経済計算」より作成
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